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健全化判断比率及び資金不足比率の公表について

• 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）」の規定により、
地方公共団体は、「健全化判断比率」及び「資金不足比率」を算定して、公表する
こととなっています。

• これは、これらの指標から地方公共団体の財政状況悪化の様子をとらえ、早期
に健全化に取組めるようにすることを目的としたものです 。

• 菊陽町の令和６年度決算に基づく各指標を、次のとおり公表します。

①

②

③

④

①

② 工業団地造成事業特別会計 － 20.00%

20.00%下水道事業会計 －

経営健全化基準

将来負担比率 52.7%

会　計　名 資金不足比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

-

350.0%

8.2%

18.30% 30.00%

25.0% 35.0%

健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準

13.30% 20.00%実質赤字比率 -
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(経営健全化基準）

20.00%

30.00%

35.0%

13.30%

18.30%

25.00%

(早期健全化基準） (財政再生基準）

資 金 不 足 比 率

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

350.0%

健全化判断比率及び資金不足比率に見る財政状況

• 実質赤字比率、連結実質赤字比率は黒字であるため、「－（数値なし）」となっています。
• 資金不足比率は黒字であるため、「－（数値なし）」となっています。

健
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化
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断
比
率

(
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化
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）

健全段階 早期健全化段階 再生段階

-%

-%

8.2%

-%

52.7%
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前年度との比較

• 令和6年度決算に基づく算定では、令和5年度決算に基づく算定に引き続き、すべての健全化判断
比率が健全段階にあります。

• 実質公債費比率は8.2％となり、前年から1.5ポイント増となっています。

令和6年度決算（令和7年度算定）令和5年度決算（令和6年度算定）

①

②

③

④

①

②

30.00%

25.0% 35.0%

健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準

13.37% 20.00%実質赤字比率 -

連結実質赤字比率

実質公債費比率

-

350.0%

6.7%

18.37%

経営健全化基準

将来負担比率 24.9%

会　計　名 資金不足比率

工業団地造成事業特別会計 － 20.00%

20.00%下水道事業会計 －

①

②

③

④

①

② 工業団地造成事業特別会計 － 20.00%

20.00%下水道事業会計 －

経営健全化基準

将来負担比率 52.7%

会　計　名 資金不足比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

-

350.0%

8.2%

18.30% 30.00%

25.0% 35.0%

健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準

13.30% 20.00%実質赤字比率 -
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健全化判断比率及び資金不足比率の算定の対象

 健全化判断比率の算定の対
象は、右の表のとおりです。

• 本町が会計を設けている太
枠の部分だけでなく、一部事
務組合・広域連合なども算定
の対象となります。

• 一部事務組合・広域連合は、
他の市町村と共同で事務を
行う組織です。

 資金不足比率は、公営企業ご
とに算定します。

• 本町の公営企業は、下水道
事業会計と工業団地造成事
業特別会計です。

• 大津菊陽水道企業団の資金
不足比率は、企業団におい
て算定し、公表しています。
資金不足比率はありません。
（企業団ウェブサイト
https://www.ookiku-water.jp/）

※この資料では、会計等の名称について、適宜略称を使用します。

資
金
不

足
比
率

健全化判断比率

熊本県後期高齢者医療広域連合

菊池広域連合

大津菊陽水道企業団

熊本県市町村総合事務組合

下水道事業会計

後期高齢者医療特別会計

一般会計

土地取得特別会計

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

実
質
赤

字
比
率

会計等の名称

一般会計等

公営事業会計

一部事務組合
広域連合

公営企業会計
工業団地造成事業特別会計

https://www.ookiku-water.jp/
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健全化判断比率の解説（１）

• ４つの指標のうち、一つでもこの数値を超えれば早期健全化団体となります。

• 早期健全化団体となった地方公共団体は、「財政健全化計画」を作成し、外部監査が必要となります。

• 実質赤字比率と連結実質赤字比率の早期健全化基準については、標準財政規模*1を用いて計算する
ため毎年度数値が変わります。

早期健全化基準

財政再生基準

• ３つの指標のうち、一つでもこの数値を超えれば財政再生団体となります。

• 財政再生団体となった地方公共団体は、「財政再生計画」を作成し、外部監査が必要となります。

• 「財政再生計画」について総務大臣の同意がなければ一部の起債ができないほか、その他の制限があ
ります。

• 財政運営が計画に適合しないと認められる場合には、予算の変更等の勧告が行われます。

*1 地方公共団体が標準的な状態で収入できると考えられる歳入の規模を表す指標を「標準財政規模」といい、これは標準税
収入額等、普通交付税額、臨時財政対策債発行可能額により構成されています。令和6年度の菊陽町の標準財政規模は、
10,217,669千円です。

（自主的な改善努力による財政健全化）

（国等の関与による確実な再生）

①

②

③

④ 将来負担比率 52.7%

連結実質赤字比率

実質公債費比率

-

350.0%

8.2%

18.30% 30.00%

25.0% 35.0%

健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準

13.30% 20.00%実質赤字比率 -
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健全化判断比率の解説（２）

一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

• 地方公共団体の歳出は、年度ごとに歳入の範囲内で行うことが原則となっており、赤字が生じる
ことは望ましくありません。

• 翌年度歳入を前年度の歳出に充てたり、債務の支払を繰り延べたり、行うべき事業を翌年度に繰
り越したりしたものがあれば、実質的な赤字となります。

• このような赤字の標準財政規模に対する割合を、実質赤字比率といいます。

実質赤字比率

菊陽町の場合

実質赤字比率＝
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

＝
△905,262千円*2

10,217,669千円
＝△8.86％（赤字なし）

会計 歳入 歳出 繰越財源 実質収支

一般会計 24,332,571 23,081,817 345,805 904,949

土地特会 362 49 0 313

合計 24,332,933 23,081,866 345,805 905,262

実質赤字額計算方法

会計 歳入 歳出 繰越財源 実質収支

一般会計 24,332,571 23,081,817 345,805 904,949

土地特会 362 49 0 313

合計 24,332,933 23,081,866 345,805 905,262
純
計
*3

（単位：千円） （単位：千円）

*2 実質収支が黒字であるため、実質赤字額としてはマイナス（△）表記となります。
*3 重複部分を除くため、一般会計⇔土地取得特別会計で相互に行った歳入と歳出のやりとりを調整（控除）しています。
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健全化判断比率の解説（３）

全会計を対象とした実質赤字（又は資金不足額）の標準財政規模に対する比率

• 地方公共団体では、中心的な行政サービスを行う一般会計のほかに、国保や下水道など、特別
な収入を主な財源として事業を実施する特別会計があります。

• 一般会計等が黒字でも、特別会計で赤字があれば、地方公共団体として対処が必要です。

• その団体全体としてみたときの財政状況を把握するため、全ての会計の赤字と黒字を合算して標
準財政規模に対する割合を求めたものが連結実質赤字比率です。

連結実質赤字比率

菊陽町の場合

連結実質赤字比率＝
連結実質赤字額

標準財政規模

＝
△1,970,914千円*4

10,217,669千円
＝△19.29％（赤字なし）

連結実質赤字額＝実質赤字額と資金不足額の合計額（絶対値）－実質黒字額と資金剰余金の合計額

*4 連結実質収支が黒字であるため、連結実質赤字額として

は マイナス（△）表記となります。

会計 歳入 歳出
繰越財

源
実質収支

一般会計等 24,332,933 23,081,866 345,805 905,262

国保特会 3,422,357 3,311,623 0 110,734

介護特会 3,029,557 2,972,018 0 57,539

後期特会 608,192 587,592 0 20,600

合計 1,094,135

会計
流動資産
（歳入）

流動負債
（歳出）

控除財源
（繰越等）

剰余金

(実質収支)

下水道事業 1,031,353 154,574 0 876,779

工業団地

造成事業
0 0 0 0

1,094,135 + 876,779 + 0 ＝ 1,970,914 千円

（単位：千円）（単位：千円）
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健全化判断比率の解説（４）

• 地方債の元金と利子の返還額を合わせて、元利償還金といいます。
• 準元利償還金とは、一般会計等が負担している一般会計等以外の会計の元利償還金と、一部

事務組合等に負担している金額のうち元利償還金相当の額です。

• つまり、実質公債費比率は、一般会計等が実質的に負担している元利償還金の標準財政規模を
基本とした額に対する割合です。過去３年分を計算し、単純平均をとります。

実質公債費比率

菊陽町の場合

実質公債費比率＝
元利償還金＋準元利償還金－特定財源A－B

標準財政規模－B
＝8.2％（3年平均）

特定財源A
元利償還金・準元利償還金に使用することが定まっている歳入のことで、純粋な町の負担にはならないことから控除して計算するもので
す。公営住宅の使用料がこれに当たります。

B＝普通交付税に措置されている元利償還金・準元利償還金

元利償還金・準元利償還金の中には、普通交付税を算定する際の基準財政需要額に算入されているものがあり、これにより純粋な町
の負担にはならないことから控除して計算するものです。

「令和4年度（ 8.38918） ＋令和5年度（ 8.19051 ）＋令和6年度（ 8.02882 ）」÷3＝8.2
※参考 令和3年度（3.79812）

※実質公債費比率が18％を超えると、自主的な起債ができなくなり、25％を超えるとさらに制限を受けます。

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額
に対する比率
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健全化判断比率の解説（５）

• 一般会計等が将来負担すると見込まれる実質的な負債には、一般会計等の地方債、一般会計
等以外の地方債、一部事務組合等の地方債のうち本町負担分、退職手当負担などがあります。

• 土地開発公社や第三セクターの経営状況によっては、その負債を負担する可能性もあります。

• ただし、その負担に充てることの出来る収入などもあることから、それらを除いた負担の見込額の
標準財政規模を基本とした額に対する割合を将来負担比率といいます。

将来負担比率

菊陽町の場合

将来負担比率＝

将来負担額－充当可能財源等（充当可能基金額C ＋Ａ’＋B’）

標準財政規模－B
＝52.7％

将来負担額（25,248,113） 一般会計等地方債残高（19,698,755）、公営企業債等繰入見込額（2,084,883）、一部事務組合の地方

債のうち本町負担分（3,464,475）の合計です。いずれも見込額です。

充当可能財源等（20,393,750） 充当可能基金額C（5,571,636）、特定財源A’（340,215）、B’（14,481,899）の合計額です。

充当可能基金額C・・・健全化法で将来負担額から差し引くことができるとされている基金を挙げています。なお、充当可能基金額に

ついては、一般会計等に含まれる特定目的の基金についても計上しています。

A’ ・・・実質公債費比率の算定に用いた「特定財源Ａ」（33,198）の将来見込額です。

B’ ・・・実質公債費比率の算定に用いた「普通交付税に措置されている元利償還金・準元利償還金B」 （1,022,777）

の将来見込額です。

標準財政規模（10,217,669）

（単位：千円）

一般会計等が将来負担すると見込まれる実質的な負債の標準財政規模を基本とした額
に対する比率
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資金不足比率の解説（１）

• 経営健全化基準を超えた公営企業は、「経営健全化計画」を作成し、外部監査が必要となります。
• 公営企業（会計）ごとに比率の算定を行います。

経営健全化基準 （自主的な改善努力による経営健全化）

公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率

• 公営企業は原則として、その料金収入で歳出をまかなうこととなっており、その資金が不足すると
赤字が累積することになります。ただし、事業の性質上、事業開始当初は資金不足が発生するこ
とがありますので、将来の料金収入で回収見込みのものは差引いて計算します。

• このような公営企業の資金不足（赤字）額の料金収入等の規模に対する割合を資金不足比率と
いいます。

資金不足比率

資金不足比率＝
資金の不足額

事業の規模

①

② 工業団地造成事業特別会計 － 20.00%

経営健全化基準会　計　名 資金不足比率

20.00%下水道事業会計 －
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資金不足比率の解説（２）

菊陽町の場合

会計
流動資産

（歳入）

流動負債

（歳出）

控除財源
（繰越等）

資金剰余
営業収益

相当額

受託工事収益

相当額
事業の規模*5

下水道事業 1,031,353 154,574 876,779 1,119,392 1,119,392

下水道事業会計

資金不足比率＝

資金の不足額

事業の規模

＝
△876,779千円*6

1,119,392千円

＝△78.3％（不足なし）

*5 事業の規模=営業収益の額－受託工事収益の額

*6 資金剰余（黒字）が発生しているため、資金の不足額としてはマイナス（△）表記となります。

（単位：千円）
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資金不足比率の解説（３）

菊陽町の場合

会計 歳入 歳出 繰越等 資金剰余 資本 負債 事業の規模*5

工業団地

造成事業
0 0 0 0 0

工業団地造成事業特別会計

資金不足比率＝

資金の不足額

事業の規模

＝
△0千円

0千円

＝△0％（不足なし）

*5 事業の規模=資本＋負債

（単位：千円）
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参考資料
令和6年度一般会計等決算における主な
財政指標

財政力指数：地方公共団体として通常必要とされる支出に
対して、それに必要な収入がどれだけあるかを示す数値で
す。１で均衡、１より少ないと足りないことになります。

経常収支比率：自由に使える一般財源を、毎年度経常的に
支出する経費に使った割合です。数値が高いほど支出が縛
られ、数値が低いほど自由な財源が多いことになります。

健全化法指標に関する留意事項と分析

• これらの財政指標は、あくまで法定の指標であり、地方公共団体の財政の実態を明らかにするため
の基準のひとつにすぎません。

• 各指標が早期健全化基準を下回れば、財政運営上の問題がまったくないということではなく、他の指
標も用いて総合的に分析を行い、必要な対応を取っていく必要があります。

留意事項

• 令和6年度一般会計等決算の実質収支は約9億
526万円の黒字となりました。

• 公営事業会計等を含めた決算の実質収支において
も約19億7,091万円の黒字となりました。

• 実質公債費比率は、令和5年度と比べて増加してい

ます。これは、菊池広域連合（ごみ処理費）における
新環境工場等建設に係る公債費が増加したことが
主な要因として挙げられます。

• 将来負担比率については52.7%となり、前年度と比
べて27.8%の増加となりました。増加の主な要因と
して、地方債の現在高が17億2,033万円、公営企業
等繰入見込額が1億5,862万円増加し、将来負担額
が増加したことが挙げられます。

• 資金不足比率については、下水道事業会計は公共
分が資金余剰金約8億7,678万円の黒字であり、資
金不足は発生していません。

分析

単年度収支 597,431千円

実質単年度収支 △2,389千円

財政力指数 0.95

経常収支比率 94.5％

参考情報
総務省 地方公共団体財政健全化法関係資料ウェブサイト
https://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/kenzenka/index.html
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